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研究成果の概要（和文）：本研究では、東アジア社会調査（EASS）2016 家族モジュールを含む日本版総合的社
会調査JGSS-2018を実施して、国際統合データ（有効回答数は日本2660、韓国1015、中国4132、台湾2024）を作
成した。2006年に実施したEASS 2006からの家族の変容をとらえた。親への経済支援は、支援なしが日本は7割で
変わらず、台湾は5割近くまで増え、韓国と中国では頻繁な支援が3割前後に増えた。2000年から継続して実施し
ているJGSSの累積データと組み合わせて時系列分析を行い、再生可能エネルギーの利用、節電行動や環境汚染等
を含む、社会の持続可能性に関わる人々の意識と行動を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This research conducted the 2018 Japanese General Social Survey which 
included the 2016 East Asian Social Survey family module, and created harmonized international data.
 Valid responses were 2660 in Japan, 1015 in Korean, 4132 in China, and 2024 in Taiwan. 
 The research examined changes in families by comparing the EASS 2016 data with the EASS 2006 data. 
With regards to financial support from children to parents, approximately 70% did not provide any 
support, and this number did not change over the ten years in Japan. While the proportion of those 
who provide no financial support to their parents increased to nearly 50% in Taiwan, frequent 
financial support to parents increased to around 30 % in Korea and China.  
 Combining the data with the Japanese General Social Survey cumulative data file since 2000, the 
research also explored the perceptions and behaviors on sustainable society, including the use of 
renewable energy, conservation of electricity, and pollution. 

研究分野： 社会学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
EASS 2006と2016の比較およびJGSS累積データ2000-2018から、東アジアの家族の変容ならびに日本における地域
社会の持続可能性にかかわる人々の意識と行動の変容を明らかにしつつある。国際社会学会世界社会学会議、韓
国保健社会研究院などで報告し、海外の研究者にデータを紹介している。海外のアーカイブとJGSSダウンロード
システム（2021年4月稼働）から一般公開することで、多様な分野で研究が深まる。EASS 2006を含むJGSS-2006
は、2020年3月末までに16,632件の利用（内ICPSR経由3,692）があり、少なくとも図書20、論文110、研究報告
120以上を生み出した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

本研究で比較対象とする韓国・中国・台湾は、互いに干渉しながら各々の経済発展の道筋を辿ってき
た（岩井・上田 2011）。4つの社会はいずれも、儒教的価値観を根底にもち、短期間に工業化、都市化、
経済発展を遂げた。Compressed Modernity (Chang 2010）により、少子高齢化が先鋭的な形で現れ、少
子化は韓国と台湾で、高齢化は日本で顕著である。しかし、政治体制と産業発展段階の違いから、家族
政策のあり方（一人っ子政策のような明示的政策、配偶者控除などの税制を通した間接的政策など）、
家庭や職場における男女の役割、家族の変容のスピードは異なっている。 
 
２．研究の目的  

本研究の目的は、東アジアの4つの社会―日本・韓国・中国・台湾―における家族の変容を比較す
ることである。韓国・中国・台湾と共同で2006 年に実施した「East Asian Social Survey 2006 家
族モジュール」のデータと比較できる形で、EASS 2016家族モジュールを含む日本版総合的社会調査
JGSS-2017とJGSS-2018を実施した。少子高齢化や女性の就業がさらに進行した4つの社会における家
族の変容―家族構成・配偶者選択・結婚観・離婚観・出生・子ども観・夫婦関係・家族行動・世代間
扶養と相互援助―を明らかにした。また、日本独自の研究課題として、社会の持続可能性にかかわる
人々の意識と行動―所得の再分配、育児・教育責任、高齢者の生活費・介護責任、自然災害のリスク
認知、地域の対応力・存続可能性、再生可能エネルギーの利用、節電行動、原発政策、人々の粘り強
さ（Grit）―を分析した。2000年から2015年まで日本版総合的社会調査（JGSS）を継続して実施して
おり、この蓄積データと組み合わせた分析も行った。 
 
３．研究の方法 

韓国・中国・台湾の研究チームと共に、2014 年 7 月以降、横浜、台北、北京での会議とメールで議
論を重ね、EASS 2006 家族モジュールを基に、10 年後の変化を捉えるための EASS 2016 家族モジュー
ルを作成した。このモジュールを組み込んで実施した JGSS-2017 と JGSS-2018 は、研究費で収集可能
なサンプル規模に余裕がなく、留置調査票を 2種類ではなく１種類にせざるを得なかった。健康状態
のような JGSS の継続設問については、EASS 尺度ではなく JGSS 尺度を採用した。なお、JGSS-2017 は
共同研究拠点の機能強化支援で実施し、JGSS-2018 を本科研費で実施した。 
データの比較のために継続性を重視して、通常の継続設問に加えて、JGSS-2006 から複数の設問を

復活させた。とくに家族に関しては、調査対象者の同居世帯員、一時別居の家族、さらに別居してい
る親（配偶者の親）や子どもの属性と、彼らとの交流頻度などについて、JGSS の通常の面接調査票よ
りも詳細に尋ねている。「社会の持続可能性」に関する設問としては、JGSS-2012 と JGSS-2015 に続
いて、東日本大震災関連設問を加えた。ペット関連項目として「ペットの保有」と「世話しているペ
ット」の設問を JGSS-2006 から復活させ、「ペットを世話する時間」と「ペットの医療費」の設問を
新たに加えた。墓の継承に関する項目として、「自分の墓について」と「先祖の墓の継承」の設問を
JGSS-2015 から復活させた。さらに、時事設問として「同性婚について」尋ねている。 

表１ 各国・地域が実施した調査の概要 

  
日本 韓国 台湾 中国 

JGSS-2017 JGSS-2018 KGSS 2016 TSCS 2016 CGSS 2017 
実施時期 2017 年 1-3 月 2018 年 2-4 月 2016 年 6-10 月 2016 年 8-11 月 2017 年 6-12 月 
調査方法 面接・留置法の併用 面接法 面接法 面接法 
調査対象 20～89 歳の男女 18 歳以上の男女 18 歳以上の男女 18 歳以上の男女 

抽出方法 
層化 2 段 層化 4 段 層化 3 段 層化 4 段 

無作為抽出 無作為抽出 無作為抽出 無作為抽出 
計画標本 1,500 4,000 2,400 4,000 6,000 
有効回答数 744 1,916 1,051 2,024 4,132 

回収率 55.6% 54.3% 46.9% 49.7% 68.9% 
 
2017年1月に全国20～89歳の男女1,500人を対象としてJGSS-2017を実施し、2018年2月に全国20～89

歳の男女4,000人を対象としてJGSS-2018を実施した。韓国・中国・台湾では、それぞれの研究チーム
がプリテストを実施した上で、本調査を実施した（表1）。収集した回答を基に、各チームがデータ
ファイルを作成して、クリーニングと国際標準職業分類のコーディングを終えた後、2018年11月に韓
国・台湾・日本の統合データを作成した。2019年6月に中国のデータを加えて、EASS 2016国際統合デ
ータのクリーニングを開始した。EASS 2006もそうであったが、家族をテーマとするEASS 2016は、同
居家族・一時別居家族、離れて住む親と子のそれぞれについて詳細な情報を収集しているために、各



チームでのクリーニングと統合データのクリーニングは複雑で時間を要する。国際統合データは、
2020年7月時点で、クリーニングの最終段階にあり、2020年度中に公開予定である。 
 JGSS-2017、JGSS-2018、EASS 2016 の基礎集計についてはそれぞれ、2019 年 3月に 『日本版 General 
Social Surveys 基礎集計表・コードブック JGSS-2017』、2020 年 3 月に 『日本版 General Social Surveys 
基礎集計表・コードブック JGSS-2018』 と 『East Asian Social Survey EASS 2016 Family Module Codebook』 
を刊行している。 

４．研究成果 

（１）EASS 2006 と EASS 2016 の比較 
2006 年と 2016 年のデータにおける回答者の基本属性は、表 2のとおりである。EASS 2006 では中国

の調査対象者が 70 歳未満だったため、本報告書では分析を 20～69 歳に限定している。韓国では予算
による制約で、2016 年には標本数を大幅に減らさなければならかった。2006 年と 2016 年の間に、日
本と韓国では回答者の基本属性についてはとくに大きな違いはみられないが、中国では平均年齢が 4
歳近く上昇し、人口構成の変化が顕著である。教育年数の平均については、各国・地域でのびる傾向が
みられる。韓国の女性が 1年、中国で男女ともに 1年、台湾では男女ともに 1.5 年程度長くなった。 
 

表２ 回答者の属性 （20～69 歳に限定） 

 EASS 2006 EASS 2016 

日本 韓国 台湾 中国 日本 韓国 台湾 中国 

有効回答数 1756 1430 1824 3110 2012  847  1749  3475  

平均年齢 47.8 41.2 42.0  42.9 47.9  43.9  43.4  47.2  

性別（女性） 55% 55% 50% 55% 53% 53% 49% 54% 

教育

年数 

男性 13.1 13.2 11.8 9.1 13.6  13.6  13.4  10.2  

女性 12.5 12.1 10.9 7.9 13.0  13.3  12.6  9.1  

 
① 家族・世帯の構成 
 EASS 2006 と EASS 2016 のテーマである
「家族」に関して、10 年間における変容に
ついて、家族構成、世代間での支援を中心に
基礎的な研究結果を示す。図 1は、国・地域
ごとに同居している家族の人数を 2 つの調
査で比較したものである。台湾では他の国
に比べて同居人数が多く、5人以上が 4割近
くを占めており、この傾向は 10 年間で変化
していない。日本でも 10年間でそれほど大
きな変化はみられず、1人暮らしが若干増え
た程度である。韓国と中国では、10 年の間
に同居家族の人数は減少して 1 人暮らしが
増えた。とくに中国では 10％増加した。 
 同居者数の変化に関わる要因としては、
まず、婚姻状況や子どもの数の変化が考え
られる。婚姻状況については、いずれの国・
地域においても「現在配偶者がいる」または
「同棲中である」の割合が減少し（日本：73．
3%→71.1%、韓国 69.4%→62.3%、台湾：62.9%
→58.9%,中国 83.4%→80.4%）、離婚や未婚
が増加した。子どもの数については、中国以
外で減少傾向にある。 
図 2は、2006 年と 2016 年の世帯構成を

比較している。国・地域によって世帯の構
成が大きく異なる。台湾では、未婚で親や
きょうだいと同居している割合が高く、

2006 年に 20％を超えていて、2016 年にはさらに増加している。一方、未婚で親きょうだいと同居す
る割合は、中国では 10％に満たず、2016 年も増えていない。韓国と中国では、典型的な「核家族」

図１：同居家族の人数
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図２：世帯構成
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である既婚夫婦と未婚の子どもの同居が 10年の間に大幅に減少している。 
 
② 世代間の相互支援 
 EASS の家族モジュールでは世代間での支援（経済的な支援と実践的な支援）についても尋ねてい
る。親への支援と親からの支援について、それぞれ「非常に頻繁に」、「頻繁に」、「時々」、「ほとんど
ない」、「まったくない」の 5件法で尋ねた。親への経済的支援については、他の国・地域と比べて日
本では大幅に少なく、7割以上が「支援なし」（「ほとんどない」+「まったくない」）と答えており、
10 年間に変化はなかった。これに対して台湾では、支援なしの割合が 2006 年の 4割未満から 2016 年
には 5割近くまで増えた。韓国と中国では、10年間に「頻繁に」（「非常に頻繁に」+「頻繁に」）支援
している割合が増えており、韓国では 23.7％から 28.1％に、中国では 23.3％から 33.4％に増加し
た。親への実践的支援についても同様に、日本での支援頻度が他の国・地域より少ないが、経済的支
援に比べて、その差は小さい。2006 年と 2016 年のどちらにおいても、日本では 5割程度が「支援な
し」と回答しているのに対して、他の国・地域では 3割から 4割程度であった。 
親から子への経済的支援については、韓国で頻度が高く、2006 年に 2割以上が「頻繁に」と回答

し、2016 年には 3割近くまで増加した。中国と日本でもこの割合は増加した（中国では 11.4％から
15.4％；日本では 14.4％から 15.1％）。これに対して、最も頻度が低い台湾では 10 年間に減少傾向
にあり、12.7％から 10.4％に減少した。親から子への実践的支援については経済的支援に比べて、
国・地域による違いは小さい。親から子への実践的支援の頻度は台湾で最も高く 2006 年、2016 年と
も 3.5 割が親から頻繁に実践的支援を受けている。一方、韓国と中国では 2016 年に 5％程度ずつ増加
して、韓国で約 3割、中国では約 2.5 割となり、日本では 2.5 割のままほとんど変化していない。 

（２）JGSS 累積データによる分析 

JGSS では、節電行動に関しては 2002 年の調査から、再生可能エネルギーに関しては 2008 年の調査
から、大気汚染と水質汚染の意識については 2010 年の調査から、設問を取り入れてデータを収集して
いる。これらの設問に対する回答の推移をみることで、人々の環境に関する意識や行動についての変
化を検討することができる。 

① 節電行動と再生可能エネルギーの利用 

節電行動に関しては、「電気をこまめに消す」習慣は、東日本大震災の前から日本に根付いていた。
2002 年の時点で 84.7％が「こまめに」（よく 47.8％+時々36.9％）消していた。2008 年は 89.2％、2012
年は 90.0％、2015 年は 88.2％、2018 年は 87.8％で、ほとんど変化はない。JGSS-2012 以降は、消費
電力を積極的に減らす工夫―照明を間引く、冷房の設定温度を上げる、日よけを活用する、扇風機に切
り替える―についても尋ねている。東日本大震災後には多くの人が取り組み、2012 年は 76.3％（よく
30.8％+時々45.5％）であったが、2015 年は 73.9％、2018 年は 71.4％と若干減少している。  

再生可能エネルギーの利用については、JGSS-
2008 以降、ソーラーパネル、深夜電力、エコウィ
ル・エコキュートと低公害車の自宅における利用
の有無について尋ねている。図 3のとおり、いず
れの利用についても緩やかに増加している。 

② 環境汚染に関する意識  

居住地域における大気汚染と水質汚染の深刻さ
については、EASS 2010 健康モジュールを作成す
る際に、中国チームの提案で設問に組み入れた。
中国では、当時から問題になっていたためである。
東日本大震災後に実施した JGSS-2012 以降は、土
壌汚染と放射性物質による食品汚染の意識項目を
追加している。回答の選択肢は、食品汚染につい
ては、「1 とても不安」から「4 まったく不安で
はない」の 4件法で、その他の汚染については、

「1 とても深刻」から「4 まったく深刻ではない」の 4 件法である。分析の際には、値が高いほど
「深刻」になるように反転させている。 



 
大気         水質         土壌       食品 

図４：汚染意識の推移 

 
図４に示すように、居住地域における大気汚染と水質汚染の深刻さは、日本全国で 2010 年の調査

に比べて、福島第 1原発事故後の 2012 年の調査では急上昇しており、ｔ検定の結果、いずれの地域
においても有意差がみられた（表 3）。2012 年から 2015 年にかけては、汚染意識は多くの地域で大き
く低下し、2015 年から 2018 年にかけては、さらに緩やかな低下を示している。とくに東北地方では
汚染意識の低下が顕著であるが、原発事故の前の 2010 年に比べると、まだ高い状態である。土壌汚
染意識については、2012 年以降のデータしかないが、おおむね大気汚染と水質汚染と似た傾向を示し
ている。なお、大気汚染については、九州ブロックにおいて、2012 年よりも 2015 年の汚染意識が有
意に高く、他の地域とは異なる傾向を示す（表 3）。これは 2013 年頃から報道されるようになった大
陸からの大気汚染物質 PM2.5 や黄砂などの飛来が影響している可能性が考えられる。放射性物質によ
る食品汚染に関する意識は、2012 年以降、全国平均で 2.6 前後を推移しており、2018 年においても
高い状態を示し続けている。ただし、原発事故前のデータがないので、そもそも注意しているのかも
しれない。 

表３：環境汚染意識の変化（ｔ検定）

 
  
以上のように、EASS 2006 と EASS 2016 の比較および JGSS 累積データから、東アジアの家族の変容

や日本国内での社会の持続可能性にかかわる人々の意識と行動の変化についての分析が可能となっ
た。JGSS-2017、JGSS-2018、EASS 2016 のデータは、2020 年度中に一般公開する予定である。大阪商
業大学 JGSS 研究センターが構築中のデータダウンロードシステムに掲載し（2021 年 4月稼働）、海
外のアーカイブに寄託する。幅広い研究分野にかかわる国際比較が可能なデータを提供することで、
さらに多くの研究者による 2次利用が可能となる。 
 
引用文献 
岩井紀子・上田光明編 2011『データで見る東アジアの文化と価値観―東アジア社会調査による日韓中

台の比較２』ナカニシヤ出版 
Chang, K. S. (2010). South Korea under Compressed Modernity: Familial Political Economy in 

Transition. Routledge: New York. 
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